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１
．
公
的
職
業
紹
介
の
マ
ッ
チ
ン

グ
効
率
が
な
ぜ
今
注
目
さ
れ
る

の
か

公
共
職
業
安
定
所
（
職
安
）
に
よ
る
公
的

職
業
紹
介
事
業
は
、
日
本
の
雇
用
政
策
上
、

と
り
わ
け
重
要
な
位
置
を
占
め
て
い
る
。
図

１
か
ら
分
か
る
よ
う
に
、
日
本
の
場
合
、
積

極
的
な
雇
用
対
策
費
の
四
割
が
公
的
職
業
紹

介
事
業
に
配
分
さ
れ
て
い
る
。
一
方
、
ヨ
ー

ロ
ッ
パ
諸
国
（
除
く
英
国
）
や
ア
メ
リ
カ
、

カ
ナ
ダ
の
雇
用
対
策
費
は
い
ず
れ
も
二
割
未

満
で
、
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
に
お
い
て
も
三
割

未
満
に
過
ぎ
な
い
。
二
〇
〇
六
年
現
在
、
日

本
全
国
で
四
六
九
の
公
共
職
業
安
定
所
（
出

張
所
や
分
室
を
含
む
と
五
九
一
カ
所
）
が
設

置
さ
れ
、
居
住
地
域
を
問
わ
ず
全
て
の
国
民

に
対
し
て
無
料
の
職
業
紹
介
事
業
を
提
供
す

る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
な
っ
た
（
図
２
）。

職
安
を
取
り
捲
く
環
境
は
、
一
九
九
〇
年

代
後
半
頃
よ
り
大
き
く
変
化
し
た
。
そ
の
一

つ
は
、
規
制
緩
和
に
よ
る
民
間
職
業
紹
介
事

業
の
急
速
な
拡
大
で
あ
る
。
具
体
的
に
は
、

一
九
九
七
年
に
職
業
安
定
法
施
行
規
則
の
改

正
に
よ
っ
て
、
民
間
有
料
職
業
紹
介
事
業
の

取
扱
職
種
を
、
港
湾
・
建
設
を
除
く
す
べ
て

職
業
に
拡
大
さ
れ
た
こ
と
で
、
民
間
職
業
紹

介
事
業
の
自
由
化
が
本
格
化
し
た
。
ま
た
、

二
〇
〇
〇
年
の
紹
介
予
定
派
遣
制
度
導
入
を

契
機
と
し
て
、
有
料
職
業
紹
介
事
業
に
対
し

て
労
働
力
派
遣
事
業
者
が
大
量
に
参
入
し
て

お
り
、
今
後
も
、
民
間
職
業
紹
介
事
業
が
一

層
活
発
化
す
る
と
考
え
ら
れ
る
。
も
う
一
つ

の
環
境
変
化
は
、
自
治
体
の
財
政
逼
迫
を
背

景
と
し
た
無
料
職
業
紹
介
業
務
の
民
間
委
託

化
の
開
始
で
あ
る
。
例
え
ば
、
二
〇
〇
四
年

度
に
は
大
都
市
圏
の
五
〇
〇
〇
人
を
対
象
と

し
て
「
民
間
委
託
に
よ
る
長
期
失
業
者
の
支

援
事
業
」
が
実
施
さ
れ
た
ほ
か
、
二
〇
〇
五

年
五
月
に
は
北
海
道
、
愛
知
、
京
都
な
ど
五

カ
所
の
「
中
高
年
向
け
支
援
事
業
」
の
民
間

委
託
（
１
）
が
世
間
の
注
目
を
集
め
て
い
る
。

こ
う
し
た
中
、
就
職
率
や
充
足
率
な
ど
明
確

な
統
計
指
標
を
用
い
て
、
公
的
職
業
紹
介
事

業
の
マ
ッ
チ
ン
グ
効
率
性
を
評
価
し
、
地
域

間
の
比
較
お
よ
び
官
民
間
の
比
較
を
行
う
こ

と
は
、
大
変
重
要
性
の
高
い
意
義
の
あ
る
テ

ー
マ
と
な
っ
て
き
た
。
本
稿
は
、
地
域
間
比

較
、
特
に
都
市
部
と
地
方
部
の
比
較
に
注
目

し
た
い
と
思
う
。

公
的
職
業
紹
介
に
お
け
る
マ
ッ
チ
ン
グ
効
率
の

地
方
・
都
市
間
格
差
と
そ
の
ゆ
く
え

Ｊ
Ｉ
Ｌ
Ｐ
Ｔ
研
究
員　

周　

燕
飛

図 1　 公的職業紹介支出が積極的な雇用対策（Active Policy) 費に占め
る割合 (%)

資料出所：OECD Employment Outlook 2007.

図２　職安の分布とその管轄地域

資料出所： 2004 年現在厚生労働省のホームページ（http:www.mhlw.go.jp/
general/sosiki/chihou/antei）に掲載されている情報を元に、筆者が地理情報シス
テム (GIS) を用いて独自に作成したものである。
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２
．
公
的
職
業
紹
介
の
マ
ッ
チ
ン

グ
効
率
を
ど
の
よ
う
に
評
価
す

べ
き
か

（
１
）
マ
ッ
チ
ン
グ
効
率
指
標
と
し
て
の

就
職
率
と
充
足
率

そ
も
そ
も
公
的
職
業
紹
介
の
マ
ッ
チ
ン
グ

効
率
性
と
は
、
ど
の
よ
う
に
測
れ
ば
よ
い
の

で
あ
ろ
う
か
。『
労
働
市
場
年
報
』
な
ど
の

公
式
統
計
で
は
、
就
職
率
と
充
足
率
と
い
う

二
つ
の
指
標
が
し
ば
し
ば
用
い
ら
れ
て
い
る
。

「
就
職
率
」
と
は
、
就
職
件
数
を
（
新
規
）

求
職
者
数
（
２
）
で
除
し
た
値
で
あ
り
、
求

職
者
の
何
割
を
就
職
さ
せ
ら
れ
た
の
か
を
示

し
、職
安
の
求
職
者
に
対
す
る
マ
ッ
チ
ン
グ
・

サ
ー
ビ
ス
の
量
的
指
標
と
な
る
。
一
方
、「
充

足
率
」
は
就
職
件
数
を
（
新
規
）
求
人
数
で

除
し
た
値
で
あ
り
、
求
人
の
何
割
を
充
足
さ

せ
ら
れ
た
の
か
と
い
う
こ
と
を
示
し
、
職
安

の
求
人
側
に
対
す
る
マ
ッ
チ
ン
グ
・
サ
ー
ビ

ス
の
量
的
指
標
と
な
る
。

も
っ
と
も
、
岩
本
（
二
〇
〇
五
）
が
指
摘

し
た
よ
う
に
、
就
職
率
は
有
効
求
人
倍
率
と

の
関
係
で
充
足
率
と
逆
の
動
き
を
す
る
傾
向

が
あ
る
。
図
３
を
み
る
と
、
や
は
り
就
職
率

と
充
足
率
は
大
ま
か
に
逆
の
動
き
を
し
て
い

た
こ
と
が
分
か
る
。
就
職
率
と
充
足
率
の
ギ

ャ
ッ
プ
が
特
に
大
き
か
っ
た
の
は
、
一
九
六

七
年
か
ら
一
九
七
四
年
ま
で
、
お
よ
び
一
九

八
八
年
か
ら
一
九
九
三
年
ま
で
の
間
で
あ
る
。

そ
の
た
め
、
時
系
列
デ
ー
タ
で
み
た
場
合
に

は
、
ど
ち
ら
の
指
標
を
選
ぶ
か
に
よ
っ
て
、

職
業
紹
介
の
評
価
が
変
わ
る
こ
と
に
な
り
か

ね
な
い
恐
れ
が
あ
る
。

た
だ
し
、
都
道
府
県
別
の
ク
ロ
ス
セ
ク
シ

ョ
ン
デ
ー
タ
で
み
た
場
合
に
は
、
興
味
深
い

こ
と
に
、
充
足
率
の
高
い
（
低
い
）
地
域
は
、

必
ず
し
も
就
職
率
や
紹
介
成
功
率
が
低
い

（
高
い
）
地
域
と
は
限
ら
な
い
。
後
で
詳
細

に
説
明
す
る
こ
と
に
な
る
表
２
の
中
で
も
、

「
低
充
足
率
＋
高
就
職
率
」
と
い
う
組
み
合

わ
せ
の
都
道
府
県
は
山
梨
県
の
み
で
あ
り
、

「
高
充
足
率
＋
低
就
職
率
」
と
い
う
組
み
合

わ
せ
に
至
っ
て
は
皆
無
で
あ
る
。
実
際
、
都

道
府
県
ベ
ー
ス
の
充
足
率
と
就
職
率
の
相
関

係
数
は
小
さ
く
（R

=0.3376

）、
し
か
も
負

の
相
関
で
は
な
く
正
の
相
関
関
係
と
な
っ
て

い
る
。
図
４
か
ら
分
か
る
よ
う
に
、
い
ず
れ

の
年
に
お
い
て
も
、
就
職
率
と
充
足
率
の
相

関
係
数
は
正
で
あ
り
、
特
に
一
九
九
七
年
か

ら
二
〇
〇
二
年
に
か
け
て
は
両
者
の
相
関
性

が
強
ま
り
、
二
〇
〇
二
年
の
両
者
の
相
関
係

数
は
〇
・
五
を
超
え
て
い
る
。

こ
の
時
系
列
デ
ー
タ
と
都
道
府
県
デ
ー
タ

の
違
い
は
ど
の
よ
う
な
メ
カ
ニ
ズ
ム
に
求
め

ら
れ
る
で
あ
ろ
う
か
。
ひ
と
つ
の
可
能
性
と

し
て
、
マ
ク
ロ
景
気
な
ど
の
集
計
的
シ
ョ
ッ

ク
が
考
え
ら
れ
る
。
マ
ク
ロ
経
済
の
景
気
が

良
よ
け
れ
ば
、
有
効
求
人
倍
率
が
上
昇
し
、

就
職
率
は
改
善
さ
れ
る
が
、
充
足
率
は
逆
に

低
下
す
る
。
つ
ま
り
、
マ
ク
ロ
的
シ
ョ
ッ
ク

が
就
職
率
と
充
足
率
に
そ
れ
ぞ
れ
相
反
す
る

影
響
を
与
え
る
た
め
、
時
系
列
デ
ー
タ
で
は

両
者
が
負
の
相
関
を
示
す
関
係
に
な
っ
て
い

る
。
実
際
、
就
職
率
と
充
足
率
の
関
数
を
そ

れ
ぞ
れ
推
計
し
て
み
る
と
（
表
２
、
詳
細
な

結
果
は
後
述
）、
集
計
的
シ
ョ
ッ
ク
を
表
す

と
思
わ
れ
る
有
効
求
人
倍
率
は
、
就
職
率
と

充
足
率
そ
れ
ぞ
れ
に
正
、
負
の
影
響
を
与
え

て
い
る
。
し
た
が
っ
て
、
マ
ク
ロ
シ
ョ
ッ
ク

に
よ
り
、
時
系
列
デ
ー
タ
で
は
就
職
率
と
充

足
率
が
逆
方
向
に
動
い
た
と
解
釈
で
き
る
。

一
方
、
都
道
府
県
デ
ー
タ
の
場
合
に
は
、
同

一
年
度
の
複
数
地
域
の
就
職
率
と
充
足
率
の

相
関
関
係
が
調
べ
ら
れ
る
の
で
、
集
計
的
シ

ョ
ッ
ク
の
影
響
を
受
け
ず
に
、
就
職
率
と
充

足
率
の
本
来
の
相
関
関
係
が
現
れ
た
と
解
釈

で
き
る
。

（
２
）
そ
の
他
の
指
標
：
総
合
し
た
マ
ッ

チ
ン
グ
指
標
と
紹
介
の
成
功
率

就
職
率
と
充
足
率
以
外
の
指
標
と
し
て
、

『
労
働
経
済
白
書
』
な
ど
で
は
就
職
率
と
充

足
率
を
総
合
し
た
マ
ッ
チ
ン
グ
指
標
（
Ｍ
）

が
使
わ
れ
て
い
る
。
し
か
し
な
が
ら
、
そ
の

定
義
（
３
）
に
よ
り
就
職
率
と
充
足
率
の
動

き
が
相
殺
さ
れ
る
こ
と
に
よ
り
、
地
域
間
ま

た
は
年
度
間
の
変
動
が
実
際
よ
り
も
過
小
評

価
さ
れ
て
し
ま
う
と
い
う
問
題
が
あ
る
（
図

５
）。
こ
の
点
、
上
野
・
神
林
・
村
田
（
二

〇
〇
四
）
は
、「
紹
介
成
功
率
」（
４
）（
就
職
件

数
／
紹
介
件
数
）
と
い
う
指
標
を
用
い
て
公

的
職
業
紹
介
の
効
率
性
を
評
価
し
て
い
る
が
、

こ
の
指
標
も
、
分
母
の
紹
介
件
数
に
大
き
く

依
存
す
る
面
が
あ
っ
て
、
熱
心
な
職
業
安
定

所
ほ
ど
紹
介
件
数
が
多
い
こ
と
か
ら
、
紹
介

成
功
率
が
逆
に
下
が
っ
て
し
ま
う
問
題
が
あ

る
。
実
際
、
図
５
に
見
る
よ
う
に
、
職
安
全

体
の
紹
介
成
功
率
は
、
紹
介
件
数
の
急
増
に

よ
り
一
九
九
二
年
に
以
降
に
大
幅
に
落
ち
込

ん
で
い
る
こ
と
が
わ
か
る
。

こ
の
よ
う
に
、
指
標
と
し
て
の
総
合
マ
ッ

チ
ン
グ
指
標
や
紹
介
成
功
率
な
ど
に
は
問
題

が
存
在
し
て
い
る
た
め
、
以
下
で
は
、
就
職

率
と
充
足
率
を
中
心
に
公
的
職
業
紹
介
の
マ

ッ
チ
ン
グ
効
率
を
評
価
す
る
こ
と
に
す
る
。

図３　就職率と充足率の時系列推移（1967-2006）

資料出所：『労働市場年報』（各年）より筆者が作成したもの。

図４　都道府県ベースの就職率と充足率の相関係数の推移（1995-2005 年）

資料出所：「労働市場年報」より筆者が作成したもの。
注：すべての統計データは、一般労働者、男女計、新規学卒者及びパートを除くものである。
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３
．
マ
ッ
チ
ン
グ
効
率
は
概
ね

「
地
方
部
が
高
く
、
都
市
部
が

低
い
」

　

表
１
は
就
職
率
、
充
足
率
を
指
標
と
し
て
、

公
的
職
業
紹
介
の
マ
ッ
チ
ン
グ
効
率
性
の
都

道
府
県
間
比
較
を
行
っ
た
も
の
で
あ
る
。
そ

れ
ぞ
れ
の
指
標
に
お
け
る
平
均
値
の
上
位
一

〇
の
都
道
府
県
お
よ
び
下
位
一
〇
の
都
道
府

県
の
名
前
と
数
値
が
表
示
さ
れ
て
い
る
。

ま
ず
、
充
足
率
と
就
職
率
が
と
も
に
上
位

に
あ
る
の
は
、
北
海
道
、
岩
手
県
、
石
川
県
、

新
潟
県
で
あ
る
。
特
に
北
海
道
は
、
就
職
率

が
と
も
に
全
国
ト
ッ
プ
で
、
充
足
率
も
沖
縄

に
つ
い
で
の
二
位
で
あ
る
。
農
村
人
口
や
過

疎
地
域
を
多
く
抱
え
る
こ
れ
ら
の
都
道
府
県

で
は
、
公
共
職
安
以
外
の
求
職
手
段
が
乏
し

く
、
公
的
職
業
紹
介
事
業
の
利
用
率
が
相
対

的
に
高
い
。
様
々
な
求
人
と
求
職
が
職
安
に

集
中
し
て
い
る
た
め
、
公
的
職
業
紹
介
の
マ

ッ
チ
ン
グ
効
率
性
が
高
く
な
っ
て
い
る
の
で

は
な
い
か
と
考
え
ら
れ
る
。
特
に
、
積
雪
寒

冷
地
に
位
置
す
る
北
海
道
や
岩
手
県
で
は
、

季
節
労
働
者
や
出
稼
ぎ
労
働
者
が
多
く
、
求

人
が
い
っ
た
ん
出
る
と
比
較
的
簡
単
に
就
職

に
結
び
付
く
こ
と
が
原
因
の
一
つ
と
考
え
ら

れ
る
。

次
に
、
就
職
率
が
低
い
の
は
、
首
都
圏
の

四
都
県
（
東
京
都
、
埼
玉
県
、
千
葉
県
、
神

奈
川
県
）
と
近
畿
圏
の
二
府
県
（
大
阪
府
、

兵
庫
県
）
で
あ
る
。
こ
れ
ら
の
大
都
市
圏
で

は
、
求
人
と
求
職
の
手
段
が
多
様
化
さ
れ
て

お
り
、
職
安
に
集
ま
っ
て
く
る
求
人
と
求
職

の
割
合
が
比
較
的
少
な
く
、
公
的
職
業
紹
介

の
市
場
シ
ェ
ア
が
低
い
。
さ
ら
に
、中
村（
二

〇
〇
二
）
が
指
摘
し
て
い
る
よ
う
に
、
大
都

市
圏
の
職
安
で
は
中
高
年
齢
者
や
未
熟
練
労

働
者
な
ど
就
職
困
難
者
を
多
く
扱
っ
て
い
る

た
め
、
マ
ッ
チ
ン
グ
が
難
し
く
な
っ
て
い
る

可
能
性
が
高
い
。

以
上
を
ま
と
め
る
と
、
就
職
率
と
充
足
率

の
高
さ
で
職
安
の
マ
ッ
チ
ン
グ
効
率
性
を
測

っ
た
場
合
に
は
、
概
ね
に
地
方
部
（
特
に
北

海
道
や
岩
手
県
等
の
積
雪
寒
冷
地
）
の
職
安

の
マ
ッ
チ
ン
グ
効
率
性
が
高
く
、都
市
部（
特

に
首
都
圏
）
の
職
安
の
マ
ッ
チ
ン
グ
効
率
性

が
低
い
こ
と
が
言
え
る
。

４
．
都
市
部
の
マ
ッ
チ
ン
グ
効
率

が
低
い
理
由

都
市
部
の
マ
ッ
チ
ン
グ
効
率
が
な
ぜ
地
方

部
よ
り
も
低
い
の
で
あ
ろ
う
。
そ
の
真
の
理

由
を
検
証
す
る
た
め
に
は
、
マ
ッ
チ
ン
グ
効

率
性
の
高
い
地
域
が
ど
の
よ
う
な
属
性
を
も

っ
て
い
る
の
か
を
ま
ず
明
ら
か
に
す
る
必
要

が
あ
る
。
一
般
的
に
、
職
安
の
努
力
程
度
と

は
関
係
な
く
、
マ
ッ
チ
ン
グ
効
率
に
影
響
を

与
え
る
要
因
と
し
て
下
記
の
も
の
が
考
え
ら

図５　総合マッチング指標Mと紹介成功率の時系列推移（全数、1980-2004 年）

資料出所：『労働市場年報』（各年）より筆者が作成したもの。
注：紹介成功率と総合指標Mは左目盛、紹介件数（棒グラフ）は右目盛りである。

就職率 (%) 充足率 (%)
都道府県名 1995 年 2005 年 期間中平均 年平均伸び 都道府県名 1995 年 2005 年 期間中平均 年平均伸び
（期間中平均の降順）
北海道 51.7 42.3 45.7 -0.9 沖　縄 73.5 41.6 58.0 -3.2 
岩　手 46.3 40.0 40.3 -0.6 北海道 51.5 43.3 49.9 -0.8 
石　川 42.5 39.5 38.8 -0.3 青　森 40.8 42.2 44.5 0.1 
島　根 43.0 38.3 38.4 -0.5 岩　手 41.2 40.1 44.1 -0.1 
新　潟 43.0 39.5 37.1 -0.4 長　崎 31.6 37.4 37.3 0.6 
鳥　取 38.5 39.4 37.1 0.1 官　崎 29.2 39.5 36.8 1.0 
福　井 35.6 41.9 35.9 0.6 鹿児島 32.7 37.6 36.6 0.5 
香　川 37.3 37.3 35.4 0.0 秋　田 25.9 39.2 33.9 1.3 
山　梨 40.5 34.3 35.3 -0.6 新　潟 28.6 27.7 32.9 -0.1 
山　形 30.5 39.6 34.8 0.9 石　川 31.5 25.8 32.4 -0.6 

（中間順位の県を省略）
大　阪 24.8 29.4 24.1 0.5 岐　阜 20.1 20.9 21.5 0.1 
兵　庫 23.4 29.3 23.7 0.6 神奈川 25.8 15.2 21.4 -1.1 
福　岡 23.3 28.1 23.7 0.5 山　梨 21.9 21.9 21.3 0.0 
愛　知 23.3 27.7 23.5 0.4 千　葉 20.1 18.4 20.8 -0.2 
高　知 21.8 27.1 22.7 0.5 埼　玉 21.5 17.3 20.7 -0.4 
青　森 18.5 27.0 22.3 0.9 岡　山 19.6 19.0 20.7 -0.1 
神奈川 20.3 24.8 20.8 0.5 群　馬 24.0 16.6 20.7 -0.7 
埼　玉 19.8 24.4 20.0 0.5 静　岡 18.7 19.0 19.1 0.0 
千　葉 18.7 24.9 20.0 0.6 愛　知 18.8 10.8 15.3 -0.8 
東　京 17.2 24.2 19.1 0.7 東　京 17.6 10.4 15.2 -0.7 

表１　公的職業紹介の就職率、充足率における都道府県間比較（1995-2005 年）

注：（1）資料出所：「労働市場年報」（各年）により筆者の試算結果。（2）年平均伸び率＝（2005 年の y-1995 年の y）/10 年。
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れ
る
。

① 

公
的
職
業
紹
介
事
業
の
経
由
率
（
５
）

（
利
用
率
）

上
野
・
神
林
・
村
田
（
二
〇
〇
四
）
が
指

摘
し
て
い
る
よ
う
に
、
公
的
職
業
紹
介
事
業

の
経
由
率
が
高
け
れ
ば
高
い
ほ
ど
、
職
安
に

集
ま
っ
て
く
る
求
人
と
求
職
の
総
量
が
多
く
、

マ
ッ
チ
ン
グ
し
や
す
く
な
る
と
考
え
ら
れ
る
。

② 

労
働
力
の
構
造

一
般
的
に
、
中
高
年
齢
者
や
低
学
歴
、
未

熟
練
労
働
者
の
マ
ッ
チ
ン
グ
難
度
が
高
い
と

言
わ
れ
、
こ
れ
ら
の
求
職
者
の
割
合
が
高
け

れ
ば
高
い
ほ
ど
、
マ
ッ
チ
ン
グ
効
率
が
低
下

す
る
と
考
え
ら
れ
る
。

③　

産
業
構
造

一
般
的
に
、
サ
ー
ビ
ス
業
や
建
設
業
よ
り

も
製
造
業
の
方
が
求
人
・
求
職
が
マ
ッ
チ
ン

グ
し
に
く
い
と
考
え
ら
れ
る
。
製
造
業
へ
の

入
職
者
の
割
合
が
高
け
れ
ば
高
い
ほ
ど
、
マ

ッ
チ
ン
グ
効
率
が
低
い
と
思
わ
れ
る
。

④ 

労
働
力
需
給
の
逼
迫
度

完
全
失
業
率
が
高
く
、
有
効
求
人
倍
率
が

低
い
な
ど
労
働
力
需
給
が
逼
迫
し
て
い
る
場

合
に
は
、
買
い
手
側
（
求
人
企
業
）
の
求
人

が
充
足
さ
れ
や
す
い
が
、
売
り
手
側
（
求
職

者
）
が
自
分
に
あ
っ
た
求
職
を
見
つ
け
に
く

く
な
る
と
考
え
ら
れ
る
。

つ
ま
り
、
労
働
力
需
給
の

逼
迫
度
は
、
充
足
率
に
プ

ラ
ス
の
影
響
を
与
え
る
が
、

就
職
率
に
は
マ
イ
ナ
ス
の

影
響
を
与
え
る
と
思
わ
れ

る
。上

記
の
外
部
要
因
に
加

え
、
各
地
の
職
業
安
定
所

の
独
自
施
策
も
マ
ッ
チ
ン

グ
効
率
に
何
ら
か
の
影
響

を
与
え
て
い
る
可
能
性
が

考
え
ら
れ
る
。
例
え
ば
、

ア
メ
リ
カ
の
よ
う
な
バ
ラ

エ
テ
ィ
の
高
い
労
働
市
場

で
は
、
各
地
で
独
自
の
雇

用
対
策
や
マ
ッ
チ
ン
グ
対

策
を
行
う
た
め
、
先
行
研

究
で
は
地
域
の
独
自
施
策

が
重
要
な
説
明
要
因
と
な

っ
て
い
る
。
日
本
に
お
い

て
は
、
ア
メ
リ
カ
ほ
ど
明

確
な
独
自
政
策
が
あ
る
わ

け
で
は
な
い
が
、
厚
生
労

働
省
が
二
〇
〇
三
年
に
行

っ
た
「
職
業
安
定
行
政
の
レ
ガ
シ
ー
・
シ
ス

テ
ム
等
に
係
る
刷
新
可
能
性
調
査
」
に
よ
る

と
、
都
道
府
県
（
労
働
局
）
レ
ベ
ル
で
は
、

求
人
開
拓
推
進
シ
ス
テ
ム
の
有
無
、
未
充
足

求
人
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
・
シ
ス
テ
ム
の
有
無
、

求
職
者
情
報
提
供
シ
ス
テ
ム
の
有
無
な
ど
に

つ
い
て
、
あ
る
程
度
の
地
域
差
が
生
じ
て
い

る
た
め
、
本
稿
は
こ
れ
ら
の
独
自
施
策
の
影

響
に
つ
い
て
も
調
べ
る
こ
と
に
し
た
。
上
記

の
要
因
を
考
慮
し
た
就
職
率
関
数
と
充
足
率

関
数
の
係
数
推
計
値
の
符
号
と
統
計
的
有
意

度
は
表
２
の
通
り
で
あ
る
。
な
お
、
＊
印
の

つ
い
て
い
る
係
数
推
計
値
は
統
計
的
に
有
意

な
も
の
で
あ
り
、
＊
印
の
数
が
多
け
れ
ば
多

い
ほ
ど
、
そ
の
有
意
度
が
高
い
こ
と
を
意
味

し
て
い
る
。
地
域
独
自
の
取
り
組
み
を
反
映

し
た
三
つ
の
ダ
ミ
ー
変
数
は
、
い
ず
れ
も
就

職
率
に
も
有
意
な
影
響
を
与
え
て
い
な
い

（
６
）。
一
方
、
地
域
独
自
の
取
り
組
み
の
う

ち
、
求
人
開
拓
推
進
シ
ス
テ
ム
と
未
充
足
求

人
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
・
シ
ス
テ
ム
が
充
足
率

に
プ
ラ
ス
の
影
響
を
与
え
て
い
る
。
す
な
わ

ち
、
他
の
条
件
が
一
定
な
ら
ば
、
こ
れ
ら
の

シ
ス
テ
ム
を
導
入
し
て
い
る
都
道
府
県
ほ
ど
、

充
足
率
が
高
い
と
い
え
る
。

そ
の
以
外
の
変
数
の
影
響
に
つ
い
て
み
る

と
、
ま
ず
、
公
的
職
業
紹
介
の
市
場
シ
ェ
ア

を
捉
え
て
い
る
職
安
経
由
率
は
、
就
職
率
に

正
で
有
意
な
影
響
を
与
え
て
い
る
。
前
節
の

分
析
で
明
ら
か
に
な
っ
た
都
市
部
（
首
都
圏

や
近
畿
圏
な
ど
）
と
地
方
部
（
北
海
道
、
岩

手
県
な
ど
）
の
マ
ッ
チ
ン
グ
効
率
の
格
差
も
、

こ
の
職
安
経
由
率
に
起
因
す
る
部
分
が
大
き

い
と
思
わ
れ
る
。
都
市
部
で
は
民
間
の
職
業

紹
介
や
広
告
に
よ
る
求
人
求
職
も
盛
ん
に
行

わ
れ
て
い
る
た
め
、
公
的
職
業
紹
介
の
市
場

シ
ェ
ア
が
相
対
的
に
小
さ
く
、
逆
に
、
地
方

で
は
公
共
職
安
以
外
の
求
職
手
段
が
乏
し
い

た
め
、
公
的
職
業
紹
介
の
市
場
シ
ェ
ア
が
相

対
的
に
高
い
の
で
あ
る
。

一
方
、
労
働
力
需
給
の
逼
迫
度
を
表
す
有

効
求
人
倍
率
も
マ
ッ
チ
ン
グ
効
率
に
有
意
な

影
響
を
与
え
て
い
る
。
有
効
求
人
倍
率
の
高

い
地
域
ほ
ど
、
求
職
件
数
に
対
し
て
求
人
数

が
相
対
的
に
多
い
た
め
、
就
職
率
が
有
意
に

高
く
、
一
方
、
充
足
率
が
有
意
に
低
い
。
こ

れ
は
、
就
職
率
と
充
足
率
が
逆
の
動
き
す
る

と
い
う
マ
ク
ロ
時
系
列
デ
ー
タ
の
分
析
結
果

と
も
整
合
的
で
あ
る
。

ま
た
、
中
学
・
高
校
卒
入
職
者
比
率
の
高

い
地
域
ほ
ど
、
就
職
率
が
高
い
。
本
来
な
ら

ば
、
他
の
条
件
が
一
定
で
あ
れ
ば
、
低
学
歴

者
ほ
ど
職
探
し
が
難
し
く
な
り
就
職
率
が
低

く
な
る
の
が
当
然
で
あ
る
が
、
表
２
の
推
計

結
果
は
こ
う
し
た
就
職
弱
者
の
多
い
地
域
ほ

ど
か
え
っ
て
マ
ッ
チ
ン
グ
効
率
が
高
い
こ
と

を
示
し
て
い
る
。
こ
れ
は
、
マ
ッ
チ
ン
グ
効

率
の
高
い
農
村
部
や
地
方
の
都
道
府
県
ほ
ど
、

低
学
歴
者
の
割
合
が
比
較
的
に
高
い
（
７
）

こ
と
に
原
因
が
あ
る
の
か
も
し
れ
な
い
。
ま

た
、
製
造
業
入
職
者
比
率
の
高
い
地
域
ほ
ど
、

就
職
率
と
充
足
率
が
低
い
。
こ
れ
は
、
サ
ー

ビ
ス
業
な
ど
に
比
べ
、
製
造
業
の
職
種
が
比

較
的
に
マ
ッ
チ
ン
グ
し
に
く
い
こ
と
に
原
因

が
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。

以
上
を
ま
と
め
る
と
、
地
方
独
自
の
取
り

組
み
は
就
職
率
の
向
上
に
お
け
る
効
果
が
確

認
さ
れ
な
か
っ
た
も
の
の
、
求
人
開
拓
推
進

シ
ス
テ
ム
と
未
充
足
求
人
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ

プ
・
シ
ス
テ
ム
は
、
充
足
率
の
向
上
に
一
定

の
効
果
を
挙
げ
て
い
る
こ
と
が
明
ら
か
に
な

っ
た
。
ま
た
、
有
効
求
人
倍
率
と
い
っ
た
労

働
力
需
給
環
境
を
表
す
要
因
、
公
的
職
業
紹

介
事
業
の
市
場
シ
ェ
ア
（
職
安
経
由
率
）、

入
職
人
口
に
お
け
る
低
学
歴
層
の
割
合
お
よ

び
入
職
先
の
産
業
分
類
の
特
徴
な
ど
は
、
公

就職率関数 充足率関数
職安経由率 ＋ *** ＋
有効求人倍率 ＋ * － ***
中学・高校卒の比率 + *** +
大学・大学院卒の比率 ‒ ‒ *
転職入職者の比率　 + * +
45-54 歳中高年者の比率 ‒ * +
建設業業入職者の比率 + + **
製造業入職者の比率 ‒ *** ‒ **
中型企業（常用雇用者 100-299 人）入職者の比率 + + *
求人開拓推進Sダミー（１＝有、0=無） + + *
未充足求人フォローアップSダミー（１＝有、0=無） ‒ + *
求職者情報提供Sダミー（１＝有、0=無） + ‒
調整済み決定係数（モデルの説明度） 0.803 0.904 

原数値出所：「労働市場年報」、「雇用動向調査」、「労働力調査」、「統計でみる都道府県のすがた」
注：(1) 何れの関数も分散不均一性調整済みOLSモデルによって推計される。(2) 一部統計的に有意
ではない変数（失業率、女性比率、高年齢者比率など）の係数推計値が省略されている。(3)***,**,*
はそれぞれ 1%、5%、10%の有意水準で係数がゼロでないことを示す。

表２　充足率と就職率関数の推計結果（2003 年、N=47）
　　　（主な説明変数の係数推計値の符号と統計的有意度）
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的
職
業
紹
介
の
マ
ッ
チ
ン
グ
効
率
に
有
意
な

影
響
を
与
え
て
い
る
こ
と
も
分
か
っ
た
。

５
．
マ
ッ
チ
ン
グ
効
率
の
地
方
・

都
市
間
格
差
は
収
斂
し
て
い
る

か
こ
の
よ
う
に
、
職
安
経
由
率
、
労
働
力
構

造
、
産
業
構
造
お
よ
び
労
働
市
場
の
逼
迫
度

等
の
違
い
に
よ
り
公
的
職
業
の
マ
ッ
チ
ン
グ

の
効
率
は
大
き
く
異
な
る
。
し
か
し
な
が
ら
、

中
長
期
的
に
は
求
職
人
口
が
就
職
し
や
す
い

地
域
へ
移
動
し
、
企
業
も
必
要
な
人
材
を
確

保
で
き
る
地
域
へ
移
動
す
る
た
め
、
地
域
間

の
就
職
率
や
充
足
率
の
水
準
が
収
斂

（converge

）
傾
向
に
あ
る
こ
と
が
観
察
さ

れ
る
は
ず
で
あ
る
。
そ
れ
で
は
、
現
実
の
デ

ー
タ
で
、
公
的
職
業
紹
介
事
業
の
マ
ッ
チ
ン

グ
効
率
に
お
け
る
収
斂
傾
向
は
確
認
で
き
る

の
で
あ
ろ
う
か
。
そ
こ
で
、
本
稿
は
、

S
ala-i-M

artin

（1990, 1996

）（
８
）
に
倣

っ
て
、「
絶
対
的
β
収
斂
」
と
「
条
件
付
β
収

斂
」
と
い
う
二
つ
の
指
標
を
用
い
て
、
就
職

率
と
充
足
率
に
関
す
る
収
斂
性
の
分
析
を
行

う
こ
と
に
す
る
。

「
絶
対
的
β
収
斂
」
は
、
ス
タ
ー
ト
の
遅

れ
て
い
る
個
体
ほ
ど
、
そ
の
後
の
成
長
が
速

い
と
い
う
状
態
を
指
し
て
い
る
。
本
稿
の
場

合
に
は
、
観
察
開
始
時
点
で
就
職
率
（
ま
た

は
充
足
率
）
の
低
い
地
域
ほ
ど
、
そ
の
後
の

就
職
率
（
ま
た
は
充
足
率
）
の
伸
び
率
が
速

け
れ
ば
、就
職
率
（
ま
た
は
充
足
率
）
が
「
絶

対
的
β
収
斂
」
か
ら
み
て
収
斂
し
て
い
る
と

い
え
る
。　

し
か
し
な
が
ら
、
各
地
域
に
お
け
る
そ
の

他
の
外
部
条
件
（
労
働
力
構
造
、
雇
用
情
勢

等
）が
す
べ
て
同
じ
で
は
な
い
。
就
職
率（
ま

た
は
充
足
率
）
の
伸
び
率
に
影
響
を
与
え
そ

う
な
そ
の
他
の
外
部
条
件
（
Ｘ
）
が
一
定
で

あ
る
と
し
て
も
、
観
察
開
始
時
点
で
就
職
率

（
ま
た
は
充
足
率
）
の
低
い
地
域
ほ
ど
、
そ

の
後
の
就
職
率
（
ま
た
は
充
足
率
）
の
伸
び

率
が
速
い
の
で
あ
れ
ば
、
就
職
率
（
ま
た
は

充
足
率
）
が
「
条
件
付
β
収
斂
」
で
み
て
収

斂
し
て
い
る
と
い
え
る
。

（
２
）　

絶
対
的
β
収
斂
で
み
た
場
合

　

図
６―

１
は
、
四
七
都
道
府
県
に
お
け

る
当
初
の
就
職
率
（
横
軸
）
と
そ
の
後
の
就

職
率
の
平
均
伸
び
率
（
９
）（
縦
軸
）
を
プ
ロ

ッ
ト
し
た
も
の
で
あ
る
。
散
布
図
を
み
る
と
、

就
職
率
の
当
初
水
準
と
そ
の
後
の
伸
び
率
と

の
間
に
、
明
ら
か
な
負
の
相
関
関
係
が
あ
る

よ
う
で
あ
る
。
実
際
、
Ｏ
Ｌ
Ｓ
推
計
で
も
、

係
数
推
計
値
が
負
で
有
意
（t=-9.61

）
と

な
っ
て
い
る
。
し
た
が
っ
て
、「
絶
対
的
β
収

斂
」
で
み
た
場
合
に
は
、
就
職
率
の
都
道
府

県
間
格
差
が
近
年
縮
小
（
収
斂
）
傾
向
に
あ

る
と
考
え
ら
れ
る
。

一
方
、
図
６―

２
は
、
四
七
都
道
府
県
に

お
け
る
当
初
の
充
足
率
（
横
軸
）
と
そ
の
後

の
充
足
率
の
平
均
伸
び
率
（
縦
軸
）
を
プ
ロ

ッ
ト
し
た
も
の
で
あ
る
。
散
布
図
を
み
る
と
、

北
海
道
・
東
北
ブ
ロ
ッ
ク
（
北
海
道
、
青
森

県
、
岩
手
県
、
秋
田
県
）
と
九
州
・
沖
縄
ブ

ロ
ッ
ク
（
沖
縄
県
、
長
崎
県
、
鹿
児
島
県
、

宮
崎
県
）
に
位
置
す
る
地
方
の
都
道
府
県
が

ほ
ぼ
一
直
線
に
並
ん
で
お
り
、
充
足
率
が
綺

麗
な
収
斂
傾
向
を
見
せ
て
い
る
。
し
か
し
な

が
ら
、
全
都
道
府
県
ま
で
広
げ
て
み
る
と
、

充
足
率
の
当
初
水
準
と
そ
の
後
の
伸
び
率
と

の
間
に
、
明
確
な
相
関
関
係
は
必
ず
し
も
み

ら
れ
な
い
。
こ
の
点
を
確
認
す
る
た
め
に
行

っ
た
Ｏ
Ｌ
Ｓ
推
計
で
は
、
係
数
推
計
値
は
負

で
あ
り
、t

値
（t=-2.66

）
も
か
ろ
う
じ
て

五
％
有
意
水
準
を
超
え
て
い
る
が
、
全
体
か

ら
大
き
く
か
け
離
れ
た
沖
縄
県
と
北
海
道
の

サ
ン
プ
ル
を
除
外
す
る
と
、
係
数
推
計
値
は

有
意
で
は
な
く
な
り
、
充
足
率
の
収
斂
傾
向

は
明
確
で
は
な
く
な
る
。

（
３
）　
「
条
件
付
β
収
斂
」
で
み
た
場
合

　

そ
れ
で
は
、「
条
件
付
β
収
斂
」
で
み
た

場
合
は
、
ど
う
な
る
の
で
あ
ろ
う
か
。
前
述

の
よ
う
に
、「
条
件
付
β
収
斂
」
が
起
き
て
い

る
か
ど
う
か
を
判
断
す
る
際
に
は
、
そ
の
他

の
外
部
条
件
を
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
す
る
必
要
が

あ
る
。
そ
こ
で
、
本
稿
は
、
職
安
経
由
率
、

有
効
求
人
倍
率
、
労
働
力
構
造
、
産
業
構
造

な
ど
の
外
部
要
因
を
考
慮
し
た
就
職
率
と
充

足
率
の
伸
び
率
関
数
を
推
計
し
て
み
た
（
表

３
）。
な
お
、
当
初
の
就
職
率
ま
た
は
充
足

率
（
ｙ
）
の
係
数
推
計
値
が
負
で
有
意
で
あ

れ
ば
、「
条
件
付
β
収
斂
」
が
確
認
さ
れ
て
い

る
と
判
断
さ
れ
る
。

推
計
の
期
間
は
、
デ
ー
タ
上
の
制
約

（
10
）
に
よ
り
、
一
九
九
五
年
度
か
ら
二
〇

〇
四
年
度
ま
で
の
期
間
と
な
っ
て
い
る
。
な

お
、
地
域
の
独
自
施
策
ダ
ミ
ー
を
取
り
入
れ

たC
aseI

とC
aseIII

の
推
計
は
、
一
時
点

の
デ
ー
タ
の
み
が
使
用
可
能
な
の
で
、
分
散

不
均
一
性
修
正
済
み
のO

L
S

モ
デ
ル
を
用

い
る
。
一
方
、C

aseII

とC
aseIV

が
固
定

効
果
モ
デ
ル
を
用
い
た
一
九
九
五―

二
〇
〇

四
年
期
の
パ
ネ
ル
推
計
で
あ
る
。

推
計
結
果
を
み
る
と
、
ほ
ぼ
す
べ
て
の
ケ

ー
ス
に
お
い
て
、
当
初
の
ｙ
の
係
数
推
計
値

は
い
ず
れ
「
負
」
で
有
意
で
あ
り
、
就
職
率

と
充
足
率
の
両
方
に
「
条
件
付
β
収
斂
」
が

確
認
さ
れ
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
ス
タ
ー
ト

時
点
の
諸
外
部
要
因
を
一
定
と
し
た
場
合
、

ス
タ
ー
ト
時
点
に
就
職
率
ま
た
は
充
足
率
の

図６－２　 当初の充足率とその後の充足率の年平均伸
び率－「絶対的β収斂」

図６－１　 当初の就職率とその後の就職率の年平均伸
び率－「絶対的β収斂」
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高
い
地
域
ほ
ど
、
そ
の
後
の
就
職
率
ま
た
は

充
足
率
の
伸
び
が
緩
や
か
で
あ
る
。

そ
の
ほ
か
、
地
域
の
独
自
施
策
ダ
ミ
ー
を

取
り
入
れ
たC

aseI

とC
aseIII

の
推
計
で

は
、
求
人
開
拓
推
進
シ
ス
テ
ム
の
あ
る
地
域

ほ
ど
、
就
職
率
の
伸
び
が
速
く
な
っ
て
い
る

が
、
未
充
足
求
人
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
・
シ
ス

テ
ム
の
あ
る
地
域
ほ
ど
、
就
職
率
の
伸
び
が

逆
に
遅
い
。

そ
の
他
の
外
部
要
因
の
影
響
に
つ
い
て
み

る
と
、
ま
ず
、
ｙ
の
標
準
偏
差
の
大
き
い
地

域
ほ
ど
、
就
職
率
の
伸
び
が
早
い
こ
と
が
分

か
っ
た
。
次
に
、
職
安
経
由
率
の
高
い
地
域

ほ
ど
、
就
職
率
と
充
足
率
の
伸
び
が
早
い
。

こ
れ
は
、
職
安
経
由
率
が
高
け
れ
ば
高
い
ほ

ど
職
安
に
集
ま
っ
て
く
る
求
人
と
求
職
が
多

く
、
マ
ッ
チ
ン
グ
効
率
が
高
い
か
ら
で
あ
る
。

さ
ら
に
、
サ
ー
ビ
ス
業
入
職
者
の
比
率
の
高

い
地
域
ほ
ど
、
就
職
率

の
伸
び
が
早
い
が
、
充

足
率
の
伸
び
が
遅
い
。

ま
た
、
人
口
あ
た
り
公

共
職
業
能
力
開
発
施
設

の
多
い
地
域
ほ
ど
、
就

職
率
の
伸
び
が
高
い
こ

と
も
明
ら
か
に
な
っ
た
。

こ
れ
は
、
公
共
職
業
能

力
は
開
発
施
設
が
、
求

職
者
に
ニ
ー
ズ
の
高
い

技
能
を
提
供
す
る
こ
と

で
、
就
職
率
の
向
上
に

貢
献
し
て
い
た
こ
と
に

原
因
が
あ
る
と
考
え
ら

れ
る
。
最
後
に
、
民
間

賃
貸
住
宅
の
家
賃
の
高

い
地
域
、
つ
ま
り
住
居

コ
ス
ト
の
高
い
地
域
ほ

ど
、
就
職
率
の
伸
び
が

遅
い
。
つ
ま
り
、
大
都

市
圏
に
お
け
る
住
居
コ

ス
ト
の
高
さ
は
、
マ
ッ

チ
ン
グ
効
率
の
地
域
間

収
斂
を
妨
げ
る
大
き
な

要
素
で
あ
る
と
考
え
ら

れ
る
。

６
．
マ
ッ
チ
ン
グ
効
率
改
善
に
向

け
て
の
施
策

上
記
の
分
析
の
結
果
、
公
的
職
業
紹
介
事

業
の
マ
ッ
チ
ン
グ
効
率
に
つ
い
て
、「
地
方
部

が
高
く
、
都
市
部
が
低
い
」
と
い
う
地
域
間

格
差
が
存
在
し
て
い
る
も
の
の
、
そ
の
格
差

は
近
年
縮
小
傾
向
に
あ
る
こ
と
が
明
ら
か
に

な
っ
た
。
特
に
、
就
職
率
に
つ
い
て
は
、
い

ず
れ
の
収
斂
性
指
標
（「
絶
対
的
β
収
斂
」

お
よ
び
「
条
件
付
β
収
斂
」）
で
み
て
も
、

明
確
に
そ
の
地
域
間
の
不
均
衡
が
縮
小
さ
れ

つ
つ
あ
る
。
ま
た
、
充
足
率
に
つ
い
て
は
、

就
職
率
ほ
ど
明
確
で
は
な
い
が
、「
条
件
付
β

収
斂
」
で
み
た
場
合
に
は
地
域
間
の
不
均
衡

が
縮
小
傾
向
に
あ
る
こ
と
が
分
か
っ
た
。
し

た
が
っ
て
、
公
的
職
業
紹
介
事
業
は
、
中
長

期
的
に
は
、
就
職
機
会
に
お
け
る
地
域
間
不

均
衡
の
解
消
に
貢
献
し
て
い
る
と
考
え
ら
れ

る
。就

職
率
と
充
足
率
の
水
準
は
、
総
じ
て
職

安
の
利
用
率
や
有
効
求
人
倍
率
、
人
口
構
造

や
産
業
構
造
か
ら
影
響
を
受
け
て
い
る
こ
と

が
明
ら
か
で
あ
る
。
そ
の
た
め
、
安
易
に
就

職
率
や
充
足
率
の
高
低
だ
け
で
各
職
安
の
業

績
を
評
価
す
る
こ
と
は
、
明
ら
か
に
公
平
性

を
欠
く
こ
と
に
な
る
と
言
え
よ
う
。
評
価
に

当
た
っ
て
は
、
職
安
経
由
率
な
ど
の
外
部
要

因
も
重
要
な
評
価
基
準
と
し
て
考
慮
す
る
べ

き
で
あ
る
。

ま
た
、
推
計
結
果
に
よ
る
と
、
職
安
経
由

率
、
人
口
あ
た
り
公
共
職
業
能
力
開
発
施
設

数
、
お
よ
び
求
人
開
拓
推
進
シ
ス
テ
ム
が
マ

ッ
チ
ン
グ
効
率
の
伸
び
に
プ
ラ
ス
の
影
響
を

与
え
て
い
る
こ
と
が
分
か
っ
た
。
そ
の
た
め
、

職
安
経
由
率
を
高
め
る
よ
う
な
施
策
（
例
え

ば
、
求
人
企
業
と
の
連
携
強
化
）、
公
共
職

業
能
力
開
発
施
設
の
増
設
、
ま
た
は
求
人
開

拓
推
進
シ
ス
テ
ム
の
導
入
な
ど
は
、
今
後
の

政
策
手
段
と
し
て
、
マ
ッ
チ
ン
グ
効
率
の
改

善
の
た
め
に
有
効
で
あ
る
と
い
え
る
。
一
方
、

大
都
市
圏
に
お
け
る
住
居
コ
ス
ト
の
高
さ
は
、

マ
ッ
チ
ン
グ
効
率
の
伸
び
を
妨
げ
る
大
き
な

要
素
と
な
っ
て
お
り
、
住
居
コ
ス
ト
を
下
げ

る
よ
う
な
施
策
を
行
な
え
ば
、
マ
ッ
チ
ン
グ

効
率
の
地
域
間
格
差
を
縮
小
す
る
こ
と
に
貢

献
す
る
と
考
え
ら
れ
る
。

〔
注
〕

１
．
厚
生
労
働
省
の
発
表
に
よ
る
と
、
該
当
事
業
の
落
札

額
（
計
約
一
億
九
〇
〇
〇
万
円
）
が
、
二
〇
〇
三
年
度

の
同
省
経
費
（
約
二
億
八
六
〇
〇
万
円
））
よ
り
三
割

ｙ＝「就職率」 ｙ＝「充足率」
Case I Case II Case III Case IV

当初の y － ** － *** － － ***
y の標準分散 + *** ‒
入職者の職安経由率（K) + * + ‒ + *
有効求人倍率 + ** + ‒ +
失業率 ‒ + * + +
サービス業入職者の比率 + + * ‒ ‒ *
製造業入職者の比率 ‒ ‒ + ‒
零細企業入職者の比率 ‒ ‒ ‒ +
小企業入職者の比率 ‒ ‒ ‒ ‒ *
中型企業入職者の比率 + + ‒ +
求人開拓推進Sダミー + * ‒
未充足求人フォローアップSダミー ‒ ** ‒
求職者情報提供Sダミー + ‒
公共職業能力開発施設数　 ‒ + ** + +
民間賃貸住宅の家賃 + ‒ ** ‒ * +
推計期間（サンプル数） 2003年 (N=47) 1995-2004 年 (N=470) 2003 年 (N=47) 1995-2004 年 (N=470)
推計モデル OLSモデル 固定効果モデル OLSモデル 固定効果モデル

原数値出所：「労働市場年報」、「雇用動向調査」、「労働力調査」、「統計でみる都道府県のすがた」
注：（1）一部統計的に有意ではない変数（女性比率、中学・高校卒の比率など）の係数推計値が省略されている。
　　（2）***,**,* はそれぞれ 1%、5%、10%の有意水準で係数がゼロでないことを示す。

表３　yの伸び率関数の推計結果：（主な説明変数の係数推計値の符号と有意度）
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以
上
も
下
回
っ
て
い
た
こ
と
が
明
ら
か
に
な
っ
た
（
日

本
経
済
新
聞
二
〇
〇
五
年
六
月
一
〇
日
）。

２
．
一
九
九
八
年
以
前
の
『
労
働
市
場
年
報
』
で
は
、
就

職
件
数
を
有
効
求
職
件
数
で
除
し
た
値
を
就
職
率
と
し

て
い
た
。

３
．a

を
就
職
率
と
し
、b

を
充
足
率
と
し
た
場
合
に
、

M

が
以
下
の
よ
う
に
定
義
さ
れ
る
。

M
it

=
√

a
2it +

b
2it / √

2
i=1,2,...N

地
域
；

t＝
1,2,...M

時
点

４
．「
採
用
率
」
と
呼
ば
れ
る
場
合
も
あ
る
。

５
．
職
安
経
由
率
＝
職
安
経
由
の
就
職
件
数
／
（
全
就
職

件
数
－
新
規
学
卒
就
職
件
数
）。

６
．
た
だ
し
、
こ
れ
ら
の
独
自
施
策
情
報
は
、
二
〇
〇
三

年
の
調
査
時
点
に
限
る
も
の
で
あ
り
、
個
別
の
職
安
レ

ベ
ル
の
情
報
で
は
な
い
と
い
う
大
き
な
制
約
が
あ
る
。

そ
の
た
め
、
厳
密
的
な
検
証
に
は
な
っ
て
お
ら
ず
、
今

後
さ
ら
な
る
検
証
が
必
要
で
あ
る
。

７
．
二
〇
〇
〇
年
の
国
勢
調
査
に
よ
る
と
、
最
終
学
歴
人

口
の
う
ち
、
小
中
学
校
・
高
校
卒
業
者
の
割
合
に
お
け

る
全
国
平
均
は
、
七
二
・
二
％
で
あ
る
。
東
京
都
（
五

七
・
三
％
）、
神
奈
川
県
（
六
〇
・
一
％
）
な
ど
の
大

都
市
圏
に
お
け
る
該
当
数
値
、
全
国
平
均
値
よ
り
大
き

く
下
回
る
一
方
、秋
田
県
（
八
五
・
一
％
）、青
森
県
（
八

四
・
七
％
）、
岩
手
県
（
八
三
・
一
％
）
な
ど
の
地
方

圏
で
は
、
低
学
歴
者
の
割
合
が
全
国
平
均
を
大
き
く
上

回
っ
て
い
る
。

８
．
第
二
次
世
界
大
戦
後
、
貧
し
い
国
が
ま
す
ま
す
貧
し

く
な
り
、
裕
福
な
国
が
ま
す
ま
す
裕
福
に
な
る
こ
と
が

現
実
に
起
き
て
い
る
。
一
方
、
内
生
的
経
済
成
長
理
論

や
新
古
典
経
済
理
論
は
、
貧
し
い
国
ほ
ど
資
本
の
限
界

収
益
性
が
高
い
た
め
、
先
進
国
よ
り
も
高
い
成
長
率
を

得
ら
れ
、
そ
の
た
め
国
別
間
の
所
得
不
平
等
が
収
斂
に

向
か
う
は
ず
と
予
測
し
て
い
る
。S

ala-i-M
artin

（1990,1996

）
は
、
こ
う
し
た
格
差
拡
大
の
現
実
と

理
論
予
測
の
ギ
ャ
ッ
プ
を
収
斂
性
分
析
で
説
明
し
て
い

る
。

９
．
就
職
率
の
伸
び
率
＝
（
二
〇
〇
五
年
の
就
職
率―

一

九
九
五
年
の
就
職
率
）
／
一
〇
年
。
充
足
率
の
伸
び
率

は
、
同
様
の
計
算
式
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
。

10
．
最
も
大
き
な
制
約
は
、
完
全
失
業
率
に
関
す
る
も
の

で
あ
る
。
つ
ま
り
、
厚
生
労
働
省
「
労
働
力
調
査
」
に

よ
る
都
道
府
県
別
の
完
全
失
業
率
の
デ
ー
タ
は
、
残
念

な
が
ら
一
九
九
七
年
度
か
ら
し
か
作
成
さ
れ
て
い
な
い
。

そ
こ
で
、
本
稿
は
、
一
九
九
五
年
度
国
勢
調
査
の
都
道

府
県
別
失
業
率
を
用
い
て
、
欠
損
値
の
一
九
九
六
年
度

の
失
業
率
を
同
一
九
九
五
年
度
（
国
勢
調
査
値
）
と
一

九
九
七
年
度
（
労
働
力
調
査
値
）
の
平
均
値
と
し
て
、

パ
ネ
ル
デ
ー
タ
を
接
続
さ
せ
た
。
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